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距離帯で優位である．航空は，非常に

長距離帯でのみ使用されている．他方，

先進国においても様 な々パターンがあ

る．欧州やアメリカでは，都市間交通に

おいて，乗用車と航空がより優位である

が，日本では都市間交通において鉄道

がかなりのシェアを有している．

本研究の作業仮説として，アジアの開

発途上国における都市間交通システム

が現在，岐路にあるというシナリオを設

定した．アジアの開発途上国における

機関分担のパターンは，将来採用される

政策アプローチによって，欧州／アメリ

カのパターンになるか，もしくは日本のパ

ターンになるか変わってくる．

本研究における重要な問題提起は，

日本と同様の機関分担のパターンを達

成するために，アジア諸国において重

要な政策オプションは何かということで

ある．

2──経済成長と交通需要

アジア諸国は急速な経済成長をして

おり，途上国では今後もしばらく続くと考

えられる．経済成長は基本的に，急速

な市街化と社会経済活動の増加を生じ

させ，それに伴い交通需要を相当程度

増大させる．図―2は，一人当たりの交

通需要（年間旅客キロ）の時系列変化を

示している．

日本は平均的に約11,000kmに対し

て，アジアの開発途上国は非常に低い．

そのような低い交通需要の時において

さえ，開発途上国におけるインフラと

国際共同研究：
アジア諸国における都市間交通システム

バーした都市間陸上旅客交通に限定し

ている．研究方法は，基本的に国際比

較の方法を採っており，国レベルのデー

タと情報の分析から政策的な洞察を行

う．分析対象として，アジア諸国10か国

（日本，韓国，台湾，マレーシア，タイ，中

国，インドネシア，ベトナム，インド，および

ネパール）の事例を調べている．

図―1は，開発途上国と先進国におけ

る，異なったパターンの交通機関分担状

況（移動距離別）を示している．

開発途上国では，バス，および鉄道と

いった陸上の公共交通手段が広い旅行
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■ 講演の概要

1──研究の背景

アジアの開発途上国では，急速な経

済成長により，交通需要が急激に増大し

ており，輸送インフラおよびサービスの

急速な拡大が必要となっている．本領

域に関する研究は，ほとんど都市交通に

ついて焦点が当てられており，同様に重

要である都市間交通についてはあまり

焦点が当てられていない．アジア諸国が

もつ固有の特徴は，西洋の先進国と非

常に異なっており，アジアの都市間交通

についての政策課題を解決するために

は特別な視点が必要となる．

本研究の目的は，アジアの開発途上国

における都市間旅客交通システム整備

に向けた，革新的な政策戦略と施策を

提案することである．特に，経済効率と

環境持続性の両者を達成するための最

適な交通機関分担という観点から研究

を実施している．

研究対象は，道路と鉄道の両者をカ
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■図―1　仮説：機関分担のシナリオ
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サービスの容量は十分ではない．他方，

中国，インドまたはタイのような広大な国

土をもつ国では，これらの国の経済が先

進国レベルに達するときには，一人当た

り交通量は日本を超えるかもしれない．

3──都市間交通インフラとサービス

ここでの論点は，アジアの開発途上国

における都市間交通インフラとサービス

は，増加する交通需要への対応ができ

ているのだろうか，という点である．

3.1  道路

表─1は，道路施設の現状を示して

いる．

中国，およびマレーシアを除いて，アジ

ア開発途上国の高速道路網は，全くな

いか，または延長が非常に短い．道路網

の拡大がモータリゼーションのスピード

に合っていない．別の問題として，道路

施設の品質がある．インド，インドネシア，

ベトナム，およびネパールのような国で

は，およそ半分の道路網（延長）は舗装

されていない．

3.2  鉄道

表─2は鉄道インフラとサービスの現

状を示している．

ほとんどの開発途上国における鉄道

ネットワークは植民地時代に整備された

が，中国とインドを除いて，それ以来ほと

んど改良されなかった．

インドネシア，マレーシア，タイ，および

ベトナムでは，複線化や電化区間は，国

有鉄道網のほんの一部であるか，全くな

いかのどちらかである．それにもかかわ

らず，インドネシアの輸送密度は中国と

ほぼ同じである．一方でインドの鉄道の

輸送密度は4万8,700人/年・kmと非常

に高い．他の国は，非常に低い輸送密

度である．輸送密度が低い理由として，

標準以下のインフラとサービスの質が低

いことが可能性として考えられる．

4──主要モード間の競争

図―3は，アジア主要国の距離帯別

OD別の交通機関分担率（バス，鉄道，

および航空）を示している．

160－265kmのODペアでは，ほとん

どの国において，バスが優位となってい

る．このグループにおいては，韓国と台

湾のみ高速鉄道があり，一定程度の機関

分担率を有している．

370－575kmでは，インド，インドネシ

ア，マレーシア，およびタイにおいて，在来

鉄道が支配的な機関分担となっており，

韓国と台湾では，高速鉄道が優位となっ

ている．ベトナムでは，バスがまだ優位

であり，鉄道のサービスの質が低いこと

が影響しているかもしれない．他方で，

ネパールにおいては鉄道ネットワークの

不足により航空が優位となっている．

640－765kmでは，ベトナムとネパー

ルなどの低所得国ではバスの分担率が

高いが，ほとんどの国で航空が優位と

なっている．
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Data source: ITAC Study compilation from national statistics

■図―2 国別の一人当たりの交通需要（年間）

Malaysia
（2009）

China
（2008）

India
（2008）
Thailand
（2009）
Indonesia
（2008）
Vietnam
（2008）

Nepal
（2008）

延長Km
舗装率％

延長Km
舗装率％

延長Km
舗装率％

延長Km
舗装率％

延長Km
舗装率％

延長Km
舗装率％

延長Km
舗装率％

高速道路

1,820
100％

60,302
100％

193
100％

198
100％

515
100％

0
0％

0
0％

一般国道

18,904
98％

54,216
100％

66,754
100％

65,630
100％

34,629
N.A.

14,611
99％

3,227
78％

地域道路

61,420
75％

285,226
N.A.

154,522
92％

44,895
89％

40,125
N.A.

32,119
74％

6,172
28％

地方道路

N.A.

N.A.

3,330,420
N.A.

4,015,153
46％

405,666
76％

363,006
N.A.

124,663
34％
N.A.

N.A.

合計

－

－

3,730,164
39％

4,236,622
49％

516,389
86％

437,759
55％

171,393
47％
－

－

Data source: ITAC Study compilation from national statistics

■表―1　道路区分別の路線延長と舗装率

Year
営業キロ（Km）
複線化率％

電化率％

輸送旅客

（百万人）

都市交通

（百万人）

都市間交通

（百万人）

輸送密度

（千人/年・km）

軌間（Gauge）

China
2009

86,000
38.8％
41.7％

1,524.5

4.2

1,520.3

17.7

96％ stand
（1435mm）

India
2009

64,015
28.4％

29％

6,920

3,802

3,118

48.7

83％
（1667mm）

Indonesia
2010
4,675

N.A.

N.A.

203

122

79

17.1

All 1,067
mm
gauge

Malaysia
2006
1,949
18％
18％

4.1

N.A.

4.1

2.1

All meter
gauge

Thailand
2007
4,346

13.4％
1.2％

47

N.A.

47

10.8

All meter
gauge

Vietnam
2009

2,600
0％
0％

11

N.A.

11

4.2

83％
Meter
gauge

Data source: ITAC Study compilation from national statistics

■表―2　国別の鉄道の現状
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機関分担のパターンをみると，バスが

低所得国や短中距離帯において魅力的

な選択肢であるという一般的な傾向が

あることを示している．また，在来鉄道

は，途上国において，中距離帯で競争力

があるといえる．長距離帯では，ほとん

どの途上国において，航空のシェアが高

まっている．

図―4は，国ごとに500km帯の交通

機関別の平均運賃を示している．

韓国では，高速鉄道の運賃が飛行機

に比べて低いのに対して，台湾では高

速鉄道と飛行機が同じ運賃となってい

る．韓国，台湾とも，在来鉄道は航空運

賃の約半分であり，バスの運賃が最も低

くなっている．

他の国においては，在来鉄道とバス

の運賃は航空よりはるかに低い．マレー

シアとタイの航空運賃は比較的安いが，

これらの国ではLCC（低費用航空会社）

が強い存在感を示していることが原因

として考えられる．

図―5は500km帯の距離の平均移動

時間を示している．

航空の所要時間（ラインホール時間）は

どの国においてもおよそ1時間である

が，鉄道やバスは国間で差がある．マ

レーシアとタイでは，バスでの移動が在

来鉄道より速いが，おそらく，質の高い高

速道路，競争の激しいバス市場が要因

として挙げられるだろう．運賃と所要時

間の多様性は，旅客の移動目的や所得

といった要因により規定される広範な

マーケットセグメントの存在を示している．

5──アジアの開発途上国の政策課題と

論点

アジアの開発途上国にとって重要な

課題は，増加する需要に対応するため

に，都市間交通システムの容量を拡大

し，サービスの品質を向上させることで

ある．以下の論点は，この課題に対する

政策オプションを選択する際，慎重に考

えるべきことである．

5.1  望ましい都市間交通体系

容量拡大やサービス向上の過程にお

いては，都市間交通の望ましいシステム

について考えることが重要である．近視

眼的でリアクティブな政策では，自動車

優位（短中距離帯）と航空優位（中長距

離帯）などのような部分最適なシステム

を生むかもしれない．交通機関ごとに特

定の競争的な適所があることから，効率

的な都市間交通システムを達成するた

めには全ての交通機関をバランス良く

整備促進するための政策・施策を見極

Colloquium
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＊Rail not available

370～575km帯のOD別
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Data source: ITAC Study survey

■図―3 国別の交通機関分担
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■図―4 輸送機関別500km帯の運賃
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■図―5 輸送機関別500km帯の所要時間
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めなくてはならない．特に，明確な政策

イニシアティブがない中では，おそらく，

在来鉄道も高速鉄道も整備が進まない

であろう．

5.2  高速鉄道の整備

ほとんどのアジアの開発途上国では

高密度な交通需要コリドーが存在する

ため，高速鉄道の整備が，より高い容量

とより良質のサービスの両方を提供する

ための最も有力で持続可能な選択肢と

いえる．これに関して，以下の2点を慎

重に検討する必要がある．

5.2.1  整備のタイミング

高い資本コストと運営コストを考える

と，高速鉄道投資のタイミングは重要な

課題である．低所得国にとっては，高速

鉄道整備はGDP比で非常に高い資本

投資が必要となるであろう．そのうえ，低

い所得水準の段階においては，高速鉄

道が商業的に成立可能な運賃設定で

は，普通の乗客には運賃負担力がない

かもしれない．例えば，日本の東京－大

阪間の新幹線の整備費がGDP比で約

3％のみであったのに対し，ベトナムで現

在議論されている高速鉄道プロジェクト

は，およそGDP比で40％の整備費が必

要となる．一方で，投資が遅すぎると，地

域の空間開発に影響を与え，他のポジ

ティブな効果を生むための機会を逃す

かもしれない．

5.2.2  航空に対して競争力のあるサービスの提供

LCCの進展を考えると，航空モードに

対して高速鉄道の競争力をどのように維

持するかという点が重要なポイントとな

る．近年，LCCの座席キロあたりの費用

は非常に低くなっている．また，図―6に

示すように，公共交通（鉄道）の費用関連

の指数が消費者物価指数より高い一方

で，自動車関連では低くなっている．こ

の傾向は，コスト構造のダイナミクスから

は航空と自動車が好まれることを示して

いる．そのような費用的な不利を克服す

るため，高速鉄道システムは，技術と経

営効率面で持続的に改良される必要が

ある．高速鉄道の利点の1つは，都心部

に高速鉄道駅を立地することによりアク

セス，イグレス時間を短くできることであ

る．この点において，台湾の高速鉄道は

問題のある事例であり，台北を除いてほ

とんどの高速鉄道駅は市街地の中心か

ら遠くに位置している．結果的に，高速

鉄道を利用するためには長いアクセス・

イグレス時間を伴うため，315kmという

高速鉄道に適した距離でさえ，バスの

シェアが支配的となっている（図―7）．

5.3  都市間交通と地域開発

地域格差はアジアの開発途上国では

深刻な問題である．都市間輸送インフ

ラは地域開発に重要な影響力を持ちう

る．したがって，都市間交通政策は地方

の開発戦略と十分に連携されるべきで

ある．この点で，鉄道開発は，アジアの

開発途上国において，第2次，第3次の

都市の整備を促進するための有効な手

段となりえるだろう．

5.4  財源と資金調達

最後に，財源不足や資金調達方法が，

都市間交通整備の主な制約となる．アジ

アの開発途上国における政府収入が非

常に限られていて，複数のセクターから

の強い圧力が既にあるとき，政府投資に

よる交通整備といった従来型のアプ

ローチは実行不可能であろう．幸い，国

際的な経験をみると，交通関連の税（燃

料税，自動車税）や開発利益還元制度，

国内債券，PPP等，財源や資金調達ス

キームに関して様 な々実務上のオプショ

ンが存在する．開発途上国にとって，最

も重要なステップは，第一に，様 な々財

源（利用料や中央・地方自治体の補助

金，特別税等）にどのように費用を配分

するかに関しての基本原則を定め，そし

てそれに従って効率的な資金調達ス

キームを採用することである．

6──結論

アジアの開発途上国における旅客需

要の増大に対応するためには，都市間

輸送システムを大きく改良することが必

要である．容量拡大やサービスの向上

だけでなく，異なった交通機関のバラン

スのとれた整備を達成することが課題

となる．この点で，鉄道整備（特に高速

鉄道整備）は，輸送する役割を担うだけ

でなく，地域開発にも貢献することが可

能である．しかし，財政的な実行可能性

と開発利益の最大化をバランスさせる

ためには，高速鉄道投資の適切なタイミ

ングを図ることが重要となる．最後に，

アジアの開発途上国においては，都市

間交通への投資に対する代替の財源と

資金調達スキームを検討することが必須

である．

■ コメントの概要

国際協力，ODA，特にインフラ開発に

関係している者にとって，有益な発表で
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■図―6 交通に関連する価格指標の傾向
（日本）
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■図―7 交通機関分担（台湾）
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あった．特に，高速鉄道，都市間交通と

地域開発の進め方，最近鍵となっている

財源，資金調達の方法について，10か国

のデータを基に分析しており，非常に重

要な情報になっていた．

先週，カンボジア政府と，カンボジア

のシアヌークビル港の競争力強化方法

について議論した．首都プノンペンとベ

トナムのホーチミンを結ぶ南部経済回廊

の整備が進んできた結果，プノンペン周

辺の貨物を輸出する際，ベトナムの港を

使用するほうが便利な場合もある．シア

ヌークビル港を整備した日本にとっては，

それだけをみるとあまり良くない状況で

あるが，一方，メコン地域開発にも取り組

んでいる中，投資の優先順位を政府が

どのように決めるか，国毎の調整をどう

するか，援助機関はどのようにサポート

していけばよいかが課題となっている．

1──都市間交通システムに関する事例

紹介

JICAの鉄道分野の取り組みについて

簡単に紹介する．JICAは2030年を目標

とするベトナム全国総合交通マスタープ

ラン（VITRANSS2）を策定した．南北約

1,700kmに及ぶベトナム全国を対象と

した総合交通計画であり，道路，鉄道，

港湾，航空，水運，都市交通を対象とし

ている．その中の興味深いデータであ

るが，2008年の現況ならびに2030年目

標年次において，各種施策を実施した

とき，実施しないときで，交通機関分担

がどのように変化するかについての分析

結果を紹介したい（図─8参照）．

2008年では，旅客需要が1日6万人

程度で，かつバスが多い状況であるの

に対し，2030年では，約4倍から5倍に

増えるとみている．現在の施策のみ実

施するシナリオと，在来線改良，高速道

路整備，時速300kmの高速鉄道を整備

したシナリオでは交通分担率が大きく

変わることがわかる（誘発交通量含ま

ず）．航空から高速鉄道へのシフトが一

番大きく，高速鉄道整備の結果，在来線

も増加する結果になっている．

財源の問題については，2020年まで

の資金需要は，メンテナンスを含めて総

額で891億ドル必要とみている（図─9

参照）．

新規プロジェクトは375億ドルとしてい

るが，そのうち高速鉄道には北部，南部

2区間で191億ドル必要としている．ここ

で重要なことは，新規の内，高速鉄道に

どのくらい費やすのが妥当なのかという

ことであり，政策的な判断が必要となる．

モード間の優先度，都市開発と交通整

備の進め方を併せて考えていくことが非

常に重要である．

2──鉄道分野支援への取り組み

JICAは，2010年1月より「開発途上

国における鉄道分野の国際協力に関す

る研究会」を学識経験者，省庁，鉄道事

業者，コンサルタント団体等による研究

会方式で行っており，「開発途上国にお

ける鉄道分野の戦略的アプローチ」とし

て2011年3月末に報告書にする予定で

ある．

鉄道分野を巡る動きとしては，国内に

おいては，新成長戦略の閣議決定，

パッケージ型インフラ海外展開関係大臣

会合の開催等がある．海外においては，

アジア諸国では，急激な交通需要の増

加，環境の悪化により，鉄道の需要が高

まっている．他方で，アフリカでも資源開

発，広域経済圏が進んでおり，それらの

輸送に対する鉄道支援ニーズが大きく

なっている．これらの状況を総括的に踏

まえて，どのようにしていけばよいかにつ

いて，研究会で検討した．

JICAは開発途上国の開発支援を行う

機関なので，鉄道分野の戦略にあたって

も，開発途上国の開発促進を第一に考え

ているが，加えて，新成長戦略をどのよう

にサポートしていくかという観点で考えて
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きた．日本の鉄道優位性の確立，JICA

支援の優位性の確立方法等や組織・制

度の課題の改善について議論してきた．

3──基本戦略1（重点プロジェクトへの集

中的な支援）

3.1  鉄道整備ニーズの把握・発掘

JICAがこれまで行ってきた都市交通

のマスタープランの活用を考えている．

JICAの都市交通調査は，60都市以上で

行っている．ジャカルタ，マニラの様に10

数年毎に複数回行い，それらに基づい

て円借款等でインフラ整備がなされてい

るケースもあれば，マスタープラン策定後

は基本的に相手側が資金手当てをして

整備をするというケースもある．

既に策定されているマスタープランに

ついて，例えば10年毎に更新していき，

鉄道ニーズの発掘・更新をするというこ

とも考えている．毎年3～4件，例えば，

約3年かけて行えば，10～15件程度の

ストックが，JICAだけでなく日本のストッ

クとして情報・ノウハウが溜まっていく．こ

れにより，「相手国政府との関係構築」，

「計画段階からの日本の関与」，「民間企

業の海外展開の後押し」が期待される．

図─10はこれまでの実績である．東南

アジアで非常に数が多いが，中近東や

東欧にも展開している．

3.2  機材供与の活用（中古車両）

技術協力のスキームを使って，中古車

両の輸出と専門家派遣の組み合わせに

よる新しい協力ができないか検討して

いる．ODAによる中古車両の供与は，

ジャカルタで実施した程度であるが，そ

れに鉄道技術者の専門家派遣を組み合

わせて協力を行うことにより鉄道整備に

関するイニシャルコストの削減，日本車両

の輸出のアピール，新車導入の素地づく

り，日本の技術者が海外に出やすい環

境づくり等が期待できる．

3.3  ソフト分野への取り組み

O＆M会社支援とのパッケージ，リエ

ゾン（各大使館にいるインフラ担当専門

官のパートナーとなるJICA専門家やプ

ログラム調整員）の派遣を行い，一体と

なって情報収集，相手方との関係形成を

進めていきたいと考えている．

4──基本戦略2（国内実施体制の強化）

4.1  案件発掘機能の強化

日本国内におけるJICAの実施体制

強化も重要である．私が所属している

部署では，都市交通，鉄道，港湾の分野

を担当しているが，鉄道分野の担当職員

は4人と少なく，鉄道案件に対する旺盛

なニーズに応えるにはあまりに少ないと

いう現状である．現在，JICA職員や

JICA専門員のほか，今後鉄道事業者，

鉄道事業者OBやコンサルタントに入っ

てもらう形で新しいチームをつくってい

けないかと考えている．主な業務として

は，①案件発掘機能の強化，②既存の

スキームの活用・改善，③人材確保・育

成支援，④民間企業支援，となる．

4.2  国内実施体制の強化に向けた他の取り

組み

既存の協力スキームの有効活用・改

善の検討と推進については，民間連携

の促進，円借款・海外投融資の活用，研

修事業の戦略的な活用等を進めていく．

人材確保・育成支援の分野では，鉄道

事業者のOBの方は，途上国において

非常に期待されている．海外の鉄道事

業支援に目を向けていただけるような環

境づくり，一方で，若手の方の海外展開も

重要であると考えている．この組み合わ

せでJICAスキームへの参加促進をして

いきたい．

■ 質疑応答

Q ASEANなどへの中国の積極的な

資金援助も視野に入れた鉄道網の建

設計画について，その政治的影響力

の拡大などの反発も懸念されている

が，どうか？

A Acharya：中国には技術・財政支援

など幅広い目的があると思われる．

開発途上国の鉄道整備という観点か

らは良いきっかけともいえる．重要な

ことは，開発途上国が明確な計画と

政策を定め，財政的に持続的な方法

で鉄道整備を進めていくことが重要

である．
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凡例

M/P

技術協力/技術支援
円借款
F/S 実施済案件

実施中案件

ルーマニア
ブカレスト総合都市交通
ブカレスト－コンスタンツァ近代化
ブカレスト国際空港アクセス

アゼルバイジャン　バクー市都市交通改善

モロッコ　メクネス～フェズ間
鉄道複線化事業

ウズベキスタン
タシグザール・クムクルガン新線

中国
成都市公共交通
朔県－黄カ港鉄道建設
重慶モノレール建設
武漢都市鉄道建設
北京都市鉄道建設

ジャカルタ都市高速鉄道

ジャワ幹線電化・複々線化
ジャワ南線複線化
中部ジャワ地域鉄道システム
安全性向上

タイ　パープルライン整備
レッドライン整備
バンコク地下鉄
鉄道研修センターA/C

フィリピン
LRT1号線

ベトナム
ハノイ都市鉄道
ホーチミン都市鉄道
南北鉄道橋梁安全向上

インド　コルカタ東西地下鉄
チェンナイ地下鉄
デリーメトロ
バンガロールメトロ
幹線貨物輸送力強化シリア

全国鉄道開発計画
エジプト
アレキサンドリア総合都市交通
全国総合運輸計画
大カイロ都市圏総合交通
国鉄経営改善

モンゴル　M/P策定支援

バングラデシュ
ダッカ～チッタゴン
ダッカ都市交通整備

パキスタン　全国総合交通
ラホール都市交通

ペルー
首都圏都市交通

トルコ
イスタンブール都市交通
ボスポラス海峡横断地下鉄

ブルガリア
国鉄・経営改善計画
ソフィア地下鉄拡張

ボスニア・ヘルツェゴビナ
運輸交通M/P

ウクライナ
鉄道総合開発

チュニジア
首都圏通勤線電化

レバノン
大トリポリ都市圏交通

マラウイ　セナ回廊

■図―10　JICAの鉄道分野における取り組み
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C 森地：中国の鉄道投資は莫大であ

り，これについては，中国の研究者で

さえ，財務上の問題を危惧している．

C 小泉：中国による鉄道開発について

は，ミャンマーでは既存の規格

（1,000mm）を考慮せず，中国の規格

（1,435mm）で開発を進めている．こ

れは中国の車両がそのまま乗り入れ

られる反面，戦車などもそのまま輸送

が可能であり，懸念を示す有識者も

いた．本当にその国に合った援助な

のか疑問はあるが，資金が不足してい

る途上国にとっては中国の資金はあ

りがたい話ではある．

Q ODAによる鉄道プロジェクトにお

いて，相手国がSTEP（本邦技術活用

条件）を採用せず一般競争入札となっ

た場合でもその後の案件において日

本の優位性を示すことが重要．少な

くともアンフェアな入札とならないよう

な仕組みづくりが重要ではないか？

A 小泉：一般競争入札になった場合，

コスト面では日本は不利になりやすい

ため，STEPを活用し，トータルコストは

高くなるが，比較優位な製品を低い金

利で提供できるということを強調して

いくことが重要である．一方，国内外

でこれまでODAについてタイド条件

（いわゆるひもつき）はおかしいので

はという議論なされており，政策的に

も難しい部分があった．近年は新成

長戦略による本邦企業の海外進出支

援政策をうけて，STEPを進めやすい

環境ができつつある．基準について

も計画段階で，少なくとも日本企業が

排除されない仕組みづくりを議論して

いる．

C 森地：金利は，世界銀行やアジア開

発銀行に比べ，JICAが最も低い．こ

のため，良いプロジェクトほど金利が

高くても大丈夫となり，他ではできな

いような悪いプロジェクトしか日本に

こないという面もある．

Q 国や地域別に地理的条件などの

ローカルな部分からは，必ずしも鉄道

に限った開発ではなく，適したモード

の組み合わせを考えていく必要があ

るのではないか？

A Acharya：各国の特性によって，必要

な輸送インフラは様々である．これま

でほとんどの途上国では鉄道をあま

り考えず，また国際援助機関の関心も

低かった．しかし人口密度や輸送需

要の増大を考えると特にアジアの途

上国では鉄道が適しているコリドーが

多いのである．

C 森地：コリドーを見るときには，人口

分布に注意する必要がある．例えば

多く連担していれば鉄道が優位であ

り，ぽつんぽつんとしかなければ航空

となる．

Q 今後，都市間交通において都市に

集中する人口の処理が重要となるこ

とをふまえて，都市内交通の改善には

どのような可能性があるのか？

A Acharya：アジアのメガシティには独

特の特徴があり，日本や欧米で成功し

たやり方が必ずしもうまくいくとは限ら

ない．各都市の関係者はそれぞれの

解決策を見つけ出す必要がある．例

えば，アジアにおける道路空間の不足

は道路混雑の解決を困難にしている

が，軌道ベースの公共交通の整備・運

営にとっては好機でもある．

C 森地：都市内交通については，欧米

からは財政面の観点から，LRTや

BRTといった小規模投資がいわれて

いる．しかし，アジアの急速な人口増

加を考えると，将来それでどうなるの

かは明らかであり，将来を見据えた施

設整備が必要である．ただし，都市

構造を変えずに一極集中型の都市で

整備していけるかという疑問はあり，

都市の将来像や，限られた財源の中

で鉄道をどう整備するのかが問われ

ているのである．

Q 鉄道建設にあたって，国営が前提に

あるように聞こえたが，どの国も財政

基盤が弱い中で，私鉄の役割として資

金調達などがオプションとして反映さ

れるのではないか？

A Acharya：財源確保の中で民間融

資は1つのオプションとなりえるが，返

済の最終的な責任について方針を決

めておく必要がある．開発途上国に

おいて低廉な運賃・料金を実現する

ためには，膨大な公的補助が必要と

なる．

C 小泉：JICAの事例でも，PPPを前提

として事業の検討を行っている事例も

ある．また，民間企業による事業の

フィージビリティスタディを行う費用を

JICAが負担，事業展開をサポートして

いくという，新しいスキームも既にでき

ている．

C 森地：ソウルの都市鉄道で，フランス

の企業が運営を行っているように，急

激に拡大していっているアジアの都市

は，ビジネスとして非常に魅力的であ

る．日本の鉄道会社については，事

故やカントリーリスクがあり，海外進出

が進まなかったが，ハノイでは日本の

援助によるハイテクパークに至る鉄道

建設の検討も行われているところで

ある．このように，鉄道と都市開発を

日本の援助で積極的に行っていくべ

きであり，リスクの少ないところでは，

ビジネスとしても非常に面白いもの

である．

（とりまとめ：梶谷俊夫，佐々木慧，平田輝満）
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